
審決

無効２０１５－８９００８７

イタリア３７０１０ヴェローナ、リーヴォリ・ヴェロネーゼ、ヴィア・ポルト
ン５番
請求人 クリスタニーニ・ソチエタ・ペル・アツィオーニ

大阪府大阪市北区角田町８番１号 梅田阪急ビル オフィスタワー 青山特許事
務所
代理人弁理士 鮫島 睦

大阪府大阪市北区角田町８番１号 梅田阪急ビル オフィスタワー 青山特許事
務所
代理人弁理士 勝見 元博

東京都新宿区大久保一丁目１６番３号
被請求人 有限会社 ウエスタン・リンク

　上記当事者間の登録第５１１８５１４号商標の商標登録無効審判事件につ
いて，次のとおり審決する。

結　論
　登録第５１１８５１４号の登録を無効とする。
　審判費用は被請求人の負担とする。

理　由
第１　本件商標
　本件登録第５１１８５１４号商標（以下「本件商標」という。）は，
「ＣＲＩＳＴＡＮＩＮＩ」の欧文字を標準文字で表してなり，平成１９年８
月２日に登録出願，第７類「解毒・消毒・殺菌・消臭用薬剤散布機（農業用
のものを除く）」を指定商品として，同２０年２月２５日に登録査定，同年
３月１４日に設定登録されているものである。

第２　請求人の主張
　請求人は，結論同旨の審決を求め，その理由を要旨以下のように述べ，証
拠方法として，甲第１号証ないし甲第２９号証（枝番号を含む。）を提出し
た。
１　請求人及び請求人商標について
　請求人は，高圧水の噴射技術を利用した各種洗浄装置を製造販売すること
を業とするイタリアの法人である。
　請求人は，１９７２年の創始以来，自らの製品を販売するに際して，請求
人名称の要部である「ＣＲＩＳＴＡＮＩＮＩ」の欧文字からなる商標（以下
「請求人商標」という。）を，自らのハウスマークないし商号の要部とし
て，同人の業務に係る商品の出所を表示するものとして使用している。
　請求人の主力商品の一つである，ＣＢＲＮ（Ｃｈｅｍｉｃａｌ（化
学），Ｂｉｏｌｏｇｉｃａｌ（生物学），Ｒａｄｉｏｌｏｇｉｃａｌ（放射
性物質）ａｎｄ　Ｎｕｃｌｅａｒ（核））除染システムは，有毒化学物質や
放射性物質の付着した物体（建物，乗物，地表など）の表面に対して，高圧
の薬液を噴出することによって，汚染物を除去しようとするものである（甲
２の２，甲２１）。請求人のＣＢＲＮ除染システムは，各種産業用に加え
て，軍事・危機管理用にも採用されており，ＮＡＴＯ軍にも利用された実績
がある。
２　請求人による全世界における営業活動について
　請求人は，自らの製品を，世界各国において，当該国所在の販売業者を通



じて販売している。
　請求人の２００５年から２００８年までの全世界における各年売上高は，
年間約４００万～９４０万ユーロ（約６～１３億円）で推移している。
　甲第３号証の１～１２は，２００５年から２００８年までの間に，日本国
外に所在する各国ディストリビューター向けに請求人が発行したインボイス
の写しである。請求人の製品には大がかりな設備も含まれることから，取引
単位あたりの金額は，比較的大きく，３０万ユーロ（約４，２００万円）台
が中心である。
　請求人は，２００２年以降，世界各国で販促活動や出展活動を行ってきた
（甲４）。
３　商標権者（被請求人）と請求人との関係について
　請求人は，我が国の市場に対して，２００７年より，被請求人を通じて，
上記装置を販売してきた。
　甲第５号証は，被請求人の企業情報であり，請求人は，被請求人の主要取
引先として列挙されている。
　甲第６号証ないし甲第１５号証は，２００５年から２００７年にかけて被
請求人と請求人との間で交わされた書簡（電子メール）の写しである。これ
らの電子メールのやり取りから推認される事実は，以下のとおりである。
　２００５年１１月頃，被請求人の代表者であるＮは，請求人に対して取引
関係を築くことを提案し（甲６），同年１２月１４日，実際にイタリア国
ヴェローナのリーヴォリ・ヴェロネーゼに所在する請求人の本社に訪問し，
請求人の代表者であるアドルフォ・クリスタニーニ氏との間で，取引条件に
ついて打合せを行った（甲７）。
　請求人は，被請求人に対して，２００６年１０月に当時有効な請求人の料
金表を送付し（甲８），請求人は，Ｎに対して割引価格を提示している（甲
９）。
　２００６年１１月２６日付で，被請求人より請求人に対して，請求人の商
品である「Ｓａｎｉｊｅｔ　Ｃ９２１」を１台発注する正式な注文書が発行
された（甲１１）。当該注文に対して，請求人から被請求人に対するインボ
イスが送付されている（甲１５）。
　甲第１６号証の１ないし４は，請求人から被請求人に対して，２００７
年，２００９年及び２０１１年にかけて発行されたインボイスの写しであ
る。
　以上のとおり，被請求人は，請求人に対して，本件商標の出願前である
２００５年頃に取引を打診し，２００７年から継続的に請求人との間で取引
関係を継続してきたことがわかる。
　ところで，請求人が，本件商標に係る登録の存在を知ったことはごく最近
のことである。その存在を知った後，請求人は，請求人代理人弁理士を通じ
て，被請求人に対して，本件商標に係る商標権の譲渡交渉を行っている。
　しかしながら，被請求人は，請求人からの打診に対して真摯に回答しよう
としないばかりでなく，本件が紛糾化することによって生じ得る請求人の不
利益を何ら根拠無く指摘している（甲１９）。請求人は，これ以上の合理的
な交渉は不可能であると考え，本件無効審判請求を行うに至った。
４　請求人ないし請求人製品に関する日本国内におけるＰＲ活動について
　請求人ないし請求人製品は，被請求人を介して，ワークショップや見本市
等のイベントを通じて，特に危機管理に関係する我が国の需要者・取引者に
紹介，宣伝されている（甲２０，甲２１～甲２７）。
　甲第２８号証及び甲第２９号証は，「２０１３ＮＥＷ　環境展／地球温暖
化防止展」の出展者一覧と，同展示会に関するニュース記事である。被請求
人が，同展示会に出展し，請求人製品を紹介したことがわかる。
　このように，被請求人を通じて，請求人ないし請求人製品は，我が国にお
ける関連需要者に対して，広く，かつ継続的に紹介されている。甲第２２号
証に述べるとおり，除染システムを取り扱うことのできるメーカーが世界で
３社に限られることからすれば，危機管理や災害対策の業界において，請求
人が，高い注目を受け続けてきたことは容易に想像可能である。
５　本件商標の商標法第４条第１項第１９号該当性について
（１）請求人商標の周知・著名性について
　上記のとおり，請求人は，請求人商標を，自らの業務に係る商品を示す商
標として，高圧水技術を用いた洗浄機，特にＣＢＲＮ除染システムについ
て，日本のみならず，全世界的に，長年に亘って使用している。
　その結果，遅くとも本件商標の出願ないし登録時には，請求人商標は，請



求人の業務に係る商品を示すものとして，関連する需要者及び取引者の間
で，日本国内又は外国において広く知られるに至っていたというべきであ
る。
　被請求人の代表者であるＮが述べるように，請求人は，同分野において３
社しか存在しない業者のうち１社であることからすれば（甲２２），本件商
標の出願及び登録時点において，長年の営業活動や，展示会を通じたＰＲ活
動を通じて，防災や危機管理に関連する業界において，相当程度の知名度・
名声を獲得していたことが推察される。
（２）請求人商標と本件商標の類似性について
　請求人商標と本件商標とは，共に「ＣＲＩＳＴＡＮＩＮＩ」の文字からな
り，明らかに同一というべきである。
（３）不正の目的について
　請求人と被請求人とは，本件商標が出願される前から取引関係があり，互
いに知る間柄であった。
　かかる状況において，被請求人は，「ＣＲＩＳＴＡＮＩＮＩ」の商標が，
請求人の商標として請求人が使用していたことを，その出願当時に詳しく
知っていたことは想像に難くない。よって，被請求人は，請求人商標に何ら
よりどころとすることなく，偶然に本件商標を採択したとは考えられない。
　したがって，被請求人は，本件商標の出願時点において，全国的に周知著
名な請求人商標の存在を知りながら，その顧客吸引力にフリーライドする目
的で，あるいは，請求人の我が国への市場進出を妨害し，または有利な条件
での取引を引き出す目的で，請求人商標と同一の本件商標を登録出願し，登
録を受けたというべきである。
　他方，請求人は，被請求人が本件商標を登録出願することについて，これ
まで一切了知ないし承諾していない。
（４）小括
　以上より，本件商標は，請求人の業務に係る商品を表示するものとして日
本国内又は外国における需要者の間に広く認識されている請求人商標と同一
であり，また，不正の目的をもって使用するものであるから，商標法第４条
第１項第１９号に違反して登録されたものである。
６　本件商標の商標法第４条第１項第７号該当性について
（１）上記のとおり，被請求人は，請求人商標が，請求人の業務に係る商品
を示す商標として使用されていることを知りながら，同じく
「ＣＲＩＳＴＡＮＩＮＩ」の文字からなる本件商標を，請求人商標の有する
顧客吸引力にフリーライドする目的で，あるいは，請求人の日本における市
場進出を妨害し，または有利な条件での取引を引き出す意図で，登録出願し
たものと推測することができる。かかる本件商標の独占使用を認めること
は，社会公共の秩序を著しく混乱させるおそれがあり，取引秩序の維持を目
的とする商標法の予定するところではなく，保護に値しないというべきであ
る。
　また，かかる使用によって，被請求人と請求人との関係が誤認され，請求
人のこれまで築き上げてきた名声・信用が希釈化するおそれがあるばかりで
なく，また，誤認した需要者及び取引者にまで損害が生じる可能性も否定で
きない。
（２）小括
　以上より，本件商標の登録出願は，その経緯において社会的相当性を欠く
ものであって，また，本件商標の指定商品についての本件商標の使用は，社
会公共の利益に反するというべきである。
　よって，本件商標は，商標法第４条第１項第７号に違反して登録されたも
のである。
７　本件商標の商標法第４条第１項第１５号該当性について
（１）請求人商標の周知・著名性
　上記のとおり，請求人は，請求人商標を，自らの業務に係る商品を示す商
標として，高圧水技術を用いた洗浄機，特にＣＢＲＮ除染システムについ
て，長年に亘って使用してきた。
　特に，我が国における関連需要者の一である被請求人が請求人に２００５
年当時から取引開始を持ちかけたように，請求人の存在は，我が国の当時の
関連需要者間で一定の知名度を博していたことが推認される。
　遅くとも本件商標の出願日である２００７年（平成１９年）８月２日に
は，請求人商標は，請求人の業務に係る商品を示すものとして，少なくとも
危機管理に関連する需要者及び取引者の間で，広く知られているというべき



であり，その周知・著名性は，本件商標の登録時に至るまで維持されていた
というべきである。
（２）請求人商標が創造標章ないしハウスマークであるか
　上記のとおり，請求人商標は，当該業界において，ありふれて採択されて
いない，請求人によって独自に創作，採択された商標であって，請求人のハ
ウスマークとして，長年に亘り使用されているものである。
（３）商品間の関連性について
　上記のとおり，請求人商標は，高圧水の噴射技術を利用した各種洗浄装
置，特に，ＣＢＲＮ除染システムについて使用されている。他方，本件商標
に係る指定商品は，「解毒・消毒・殺菌・消臭用薬剤散布機」である。まさ
に，請求人のＣＢＲＮ除染システムは，消毒用に薬液を噴射する装置であ
り，この指定商品に密接に関連しているということができる。
　よって，請求人商標が実際に使用される商品と，本件商標に係る指定商品
とは，同一であるか，または極めて密接に関連しているというべきである。
（４）本件商標と請求人商標の類似度について
　上記のとおり，本件商標と，請求人商標とは，「ＣＲＩＳＴＡＮＩＮＩ」
の文字を有する点において共通し，実質的に同一であって，極めて高い類似
度を有する。
　請求人商標の高い独自性，知名度に加えて，被請求人が本件商標の出願当
時に取引関係にあったことを考慮すれば，本件商標が，上記指定商品に使用
された場合，関連する取引者，需要者において，本件商標を付した商品が，
請求人の許諾を受けた者によって製造販売されているではないか，という誤
認を生じさせるおそれがある。
（５）小括
　以上のように，（ア）請求人商標は，請求人の業務に係る商品を示すもの
として，関連需要者・取引者の間で，広く知られ，かつ高い関心，評価を受
けていること，（イ）請求人商標は，請求人により独自に採択されたハウス
マークであって，独占的に用いられてきたものであること，（ウ）両商標の
類似度は極めて高いこと，（エ）互いの商品は重複ないし密接に関連し，本
件商標に係る指定商品について，請求人はすでに取り扱っているか，あるい
は今後，自ら又はライセンシー等を通じて取り扱うことが容易に想像可能な
程に関連していること，などを考慮すれば，本件商標をその指定商品に使用
した場合，これに接した需要者及び取引者は，請求人又は同人と資本関係又
は業務提携関係を有する者の業務に係る商品であるかのようにその出所につ
いて混同を生ずるおそれは十分にあるというべきである。
　よって，本件商標は，商標法第４条第１項第１５号に違反して登録された
ものである。
　なお，本件審判請求は，本件商標の登録日から５年を経過した後になされ
るものであるが，上述のとおり，被請求人は，請求人商標が，請求人によっ
て使用されていることを詳しく知っていながら，本件商標の登録出願を行っ
たことは明らかであり，不正の目的で商標登録を受けたと認められるべきで
ある。
８　結語
　以上のとおり，本件商標は，商標法第４条第１項第７号，同項第１５号及
び同項第１９号に違反して登録されたものであるから，無効とされるべきも
のである。

第３　被請求人の答弁
　上記の請求人の主張に対して被請求人は，何ら答弁していない。

第４　当審の判断
１　請求人商標の周知・著名性について
（１）請求人提出の証拠及び同人の主張から，次の事実を認めることができ
る。
　ア　請求人は，１９７２年（昭和４７年）にイタリアにおいて設立された
除染システムメーカーであり（甲２の８，甲２２），遅くとも２００５年
（平成１７年）頃には，カタログ及び請求書に請求人の会社名である
「ＣＲＩＳＴＡＮＩＮＩ」の商標（以下「請求人使用商標」という。）を付
してＣＢＲＮ除染システムを構成する装置である「ＳＡＮＩＪＥＴ　
Ｃ．９２１」及びその付属品並びに乗り物，人，航空機用の除染薬剤
「ＢＸ２４」，「ＢＸ２９」及び「ＢＸ４０」等を販売していること（甲２



の２，甲３の１，甲３の２）。
　イ　請求人の除染システムは，有毒化学物質や放射性物質の付着した物体
（建物，乗物，地表など）の表面に対して，高圧の薬液を噴出することに
よって，汚染物を除去する特殊な機器であって，水を供給するポンプ等から
構成されるコントローラ，薬剤を放出するガン，それらをつなぐホース等の
付属品で構成され（以下「請求人商品」という。），それに使用する薬剤と
ともに販売されていること（甲２の２，甲２１，甲２５）。
　ウ　甲第４号証は，請求人の２００２年（平成１４年）以降に世界各国で
販売活動や出展活動を行った履歴であるところ，請求人は，本件商標の登録
出願日（２００７年（平成１９年）８月２日）前の２００２年（平成１４
年）２月から２００７年（平成１９年）７月にかけて，１６か国のヨーロッ
パ諸国の防衛省，内務省及び軍関係の機関等と２５回の会議を行い，そのほ
か，同じくヨーロッパ諸国において，博覧会，シンポジウム及び国際会議を
３５回実施したこと，その後もヨーロッパ諸国を中心に，２０１４年（平成
２６年）１２月までに，総計７３７回の会議，博覧会等を実施したこと。
（２）以上よりすると，請求人は，１９７２年（昭和４７年）に設立された
除染システムメーカーで，遅くとも２００５年（平成１７年）には，請求人
使用商標を使用して除染システムの販売を行った。そして，請求人の除染シ
ステムが有毒化学物質や放射性物質等の汚染物を除去する特殊な機器であっ
て，当該機器を使用するのは，主に国（軍，防衛省）等の限られた機関であ
ることを考慮すると，請求人は，ヨーロッパ諸国において当該機関に対して
会議等を相当数実施したのであるから，請求人使用商標は，本件商標の登録
出願の時（２００７年（平成１９年）８月２日）ないし査定時（２００８年
（平成２０年）２月２５日）において，請求人の業務に係る請求人商品を表
示するものとして，少なくともヨーロッパ諸国における需要者の間に広く認
識されていたものと判断するのが相当である。
２　本件商標と請求人使用商標との類否
　本件商標は，上記第１のとおり「ＣＲＩＳＴＡＮＩＮＩ」の欧文字からな
り，当該文字に相応し「クリスタニーニ」の称呼を生じ，特定の観念を生じ
ないものである。
　一方，請求人使用商標は，上記１（１）のとおり，
「ＣＲＩＳＴＡＮＩＮＩ」の欧文字からなり，当該文字に相応し「クリスタ
ニーニ」の称呼を生じ，特定の観念を生じないものである。
　そこで，本件商標と請求人使用商標を比較すると，両者は，外観において
はその綴りを共通にし，称呼においては「クリスタニーニ」の称呼を共通に
するものであって，観念においては区別することができないものであるか
ら，両者は極めて類似するものというべきである。
３　本件商標の指定商品と請求人製品の関係
　本件商標の指定商品は，上記第１のとおり，解毒・消毒・殺菌・消臭を目
的とする薬剤散布機であって，他方，請求人製品は，有毒化学物質や放射性
物質の付着した物体の表面の汚染物を除去することを目的とした機器及び付
属品であるから，両者は，いずれも有毒・有害物質の排除・除去のために化
学的処理を行う装置であり，その需要者にはともに，解毒・消毒等の効果に
ついて深い関心を寄せる者（主として危機管理部門に係る者）が含まれると
いえるから，需要者を共通にすることが多いものと認められる。そうする
と，両者は，その品質・用途及び需要者を共通にする関連性の高い商品であ
るというのが相当である。
４　不正の目的
（１）請求人提出の証拠及び同人の主張から，次の事実が認められる。
　ア　被請求人の代表取締役であるＮは，２００５年（平成１７年）１２月
１４日にイタリア国ヴェローナのリーヴォリ・ヴェロネーゼに所在する被請
求人の工場を訪問していること（甲６，甲７）。
　イ　その後，請求人と被請求人は，２００６年（平成１８年）１０月から
２００７（平成１９年）年３月にかけて，メールによって，請求人カタログ
（甲２の２）に掲載されている「ＳＡＮＩＪＥＴ　Ｃ．９２１」に係る商談
を開始し（甲８～甲１５），実際に２００７年（平成１９年）３月から
２０１１年（平成２３年）４月にかけて，請求人カタログ（甲２の２）に掲
載されている各種の商品が，被請求人に納品されていること（甲１６（枝番
号を含む））。
　ウ　被請求人は，２００７年（平成１９年）１０月に開催された「危機管
理産業展２００７」，２０１１年（平成２３年）１０月に開催された「危機



管理産業展２０１１」，２０１２年（平成２４年）１０月に開催された「危
機管理産業展２０１２」及び２０１３年（平成２５年）５月に開催された
「Ｎ－ＥＸＰＯ２０１３　環境展」に出展し，請求人の商品を展示したこと
（甲２０，甲２４～甲２９）。
　エ　２０１１年（平成２３年）１月２７日に開催された「生物・化学テロ
防護国際ワークショップ」において，被請求人の代表者であるＮが行った
「除染の現状」と題する講演の中で，請求人をイタリアの除染システムメー
カーとして紹介していること（甲２２，甲２３）。
　オ　その後，請求人の本件商標に関する譲渡の申し入れ（２０１５年４月
１７日付，同年５月１１日付）（甲１７，甲１８）に対して，被請求人は，
「商標権に関するお申し出は受け取っています。・・・商道徳上の問題があ
ることは想定内であり，・・・もし係争に発展するならば，クリスタニーニ
社は失うものは決定的です。・・・この業界は小さな世界なので，弊社と係
争中だとわかれば，代理店になってくれる会社は現れることはあり得ない
し，・・・永久に門戸は閉ざされるかも知れません。」との内容のＦＡＸを
請求人に送付していること（同月１２日付）（甲１９）。
（２）以上からすると，被請求人は，２００５年（平成１７年）に請求人工
場を訪れ，その後，商談を開始し，２００７年３月には請求人商品を受領し
ているから，本件商標の登録出願日（２００７年（平成１９年）８月２日）
には，請求人及び請求人商品の存在を認識していたものであり，被請求人が
本件商標を登録出願することについて請求人の許諾を得ずに本件商標を請求
人商品と関連する商品を指定商品として登録出願したことが認められる。そ
の後，被請求人は，日本国内の展示会等において，請求人商品の紹介を行っ
ている。そして，請求人の本件商標の譲渡に関する申し入れに対して，被請
求人は，本件商標を取得したことについて，商道徳上の問題があることを認
識しており，しかも，請求人が被請求人を代理店としない場合については，
むしろ，請求人が不利益を被る旨を請求人に通知したことが認められる。
　以上の事実に加え，「ＣＲＩＳＴＡＮＩＮＩ」の文字が，特定の意味を有
する既成の語ではなく造語であることからすれば，被請求人は，請求人使用
商標と極めて類似する商標を，偶然，採択したとはいい難く，むしろ，本件
商標の出願当時，請求人使用商標の存在を認識したうえで，請求人使用商標
が我が国において商標登録されていないことを奇貨として，請求人使用商標
と極めて類似する本件商標を登録出願したものと判断するのが相当である。
　また，本件商標の指定商品は，前記のとおり，請求人商品と関連性の高い
商品であること，及び請求人の本件商標の譲渡に関する申し入れに関して，
係争による請求人不利益の発生の可能性を通知したことをあわせてみると，
被請求人は，請求人使用商標のヨーロッパ諸国における周知性にただ乗り
（フリーライド）し不正の利益を得る目的や請求人の国内参入を阻止し，あ
るいは，代理店契約を強制する目的で本件商標を登録出願し登録を受けたも
のといわざるを得ない。
　したがって，本件商標は，その登録出願の時ないし査定時において請求人
の業務に係る商品を表示するものとしてヨーロッパ諸国における需要者の間
に広く認識されている請求人使用商標と類似の商標であって，不正の目的を
もって使用をするものといわなければならない。
５　むすび
　以上のとおりであるから，本件商標は，商標法第４条第１項第１９号に違
反して登録されたものであるから，その余の請求の理由について判断するま
でもなく，同法第４６条第１項の規定に基づき，その登録を無効にすべきも
のである。
　よって，結論のとおり審決する。

平成２８年　７月２０日

　　審判長　　特許庁審判官 堀内 仁子
特許庁審判官 早川 文宏
特許庁審判官 平澤 芳行

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）　　　　　　　　　　　　　　　
　この審決に対する訴えは，この審決の謄本の送達があった日から３０日
（附加期間がある場合は，その日数を附加します。）以内に，この審決に係



る相手方当事者を被告として，提起することができます。　　　　　　　　
　（この書面において著作物の複製をしている場合のご注意）　　　　　　
　　特許庁は，著作権法第４２条第２項第１号（裁判手続等における複製）
の規定により著作物の複製をしています。取扱いにあたっては，著作権侵害
とならないよう十分にご注意ください。
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